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は ・じ め に

争議行為を理由とする賃金カットの問題は,労 働法上の重要争点の一っであ

る。賃金カットの時期,ス ト不参加者の賃金請求権,労 務の提供態様と賃金請

求権等多様な論点があるが,そ の中心となるのはいわゆ る 「賃金カットの 範

囲」の問題である。 、

この点については,明 治生命事件最高裁判決以降,賃 金を二分 してカットの

可否を処理するアプローチはほぼ確立しているといえよう。 しかし,そ の理論

的根拠については種々の批判がなされ,現 在にいたるまで激 しい論争がなされ

ている。 とはいえ,そ れはあくまでも理論上のもので,個 別事案の処理におい

て結論が相違することはあまりないとみなされていた。論争が今ひとつ盛 り上

が りに欠けていた所以と思われ る。

ところが,最 近,注 賢すべき判決が出されるにいたった。住宅手当 ・家族手

[23]
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(1)当
のカッ・トを認めたシェル石油 ・シェル化学事件判決と争議による不就労は給

(2)与規定
上の 「欠勤」に該当 しない と判示 した 日揮化学事件判決である。 とりわ

け,前 者は,実 質的に前述最高裁判決のフレーム自体の改変をせまる内容と思

われ る。本稿は,そ れ らの判決に触発されて,争 議行為を理由とする賃金カッ

トの範囲の問題を考察す るものであ る。1で 最高裁判決以後の裁判傾向を,H

において学説の論争状態を概観 し,皿 で私見を展開す る。

その際の基本的視点をあ らか じめここで提示 しておきたい。私は,賃 金カッ

トの範囲の問題はあくまでも契約の意思解釈による,と い う最近の「通説」に賛

成である。 しか し,そ れ らの説は,賃 金二分説に批判的なあまりそれ以上突っ
(3)込

んだ議論を十分に展開 していない。意思解釈による,と の指摘は議論の出発

点にすぎないのではなかろ うか。問題は,い かに意思解釈すべきか,そ の際の

指針はなにか,で ある。そこで,本 稿では,意 思解釈をなす際の論点を重点的

に検討し,若 干の私見を述べてみたい。

1明 治生命事件最高裁判決以降の判例傾向

、 賃金カッ トの範囲に関する現在の論争の出発点となってい るのは,明 治生命(
4)

事件最高裁判決であり,そ の後の裁判例および学説に決定的な影響を与えてい ,

る。そこで,ま ずこの最高裁判決を簡単に紹介 しておきたい。

本件は,月 掛生命保険契約の募集および継続保険料の集金に従事 す る外 勤

職員の事案である。職種,ひ いては賃金の支払形態との関連ではや や 特 殊 な

事案である。 しか し,そ こで展開された最高裁の法理,と りわけ賃金部分 の

原稿受領 日1980年5月9日

(1)昭 和54年10月12日 東京飽判r労 働判例』329号22頁 。

(2)昭 和52年12月21日 東京地 判 『労働判例』290号24頁 。

(3)こ の点につ き最 も詳細な議論を してい るのは,渡 辺章 「賃金体系 の法理一 ス ドラ

イキの際の賃金 カ ッ トの範 囲を中心 として一」 『労働判例』255号(1976年)で あ

り,本 稿 も多 くの示唆を うけた。

(4)昭 和40年2月5日 最2小 判 『最高裁判所 民事判例集』19巻1号52頁 。本件は差戻

され,東 京高裁(昭 和41年11月4日 『労働経済判例速報』839号8頁),最 高 裁(昭

和49年2月7日 『労働経済 判例速報』839号4頁)判 決に よ り確定 した。
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(5)
性 質 に応 じて カ ッ トの可 杏 を論 ず るア プ ロ ーチ は,以 上 の制 約 に もか か わ らず

一 般 的 な 判 断 基 準 とみ な され るに い た ってい るQ

最 高裁 は,賃 金 部 分 を 以 下 の よ うに三 分 して,ス トに よ る賃 金 カ ッ トの 可 否

を判 断 して い る。 も っ と も,「 労働 協約 等 に別 段 の定 めが あ る場 合 等 」 は そ れ

に従 うと卿 留保 は な され て い る。

(5)我 が国における賃金体系 の複 雑さはつ とに指摘され てい るところであ る。 以下に

賃金構成 と各種 手当の支給実態に関す る最近 の資料を のせ る。生活手当部分 のウエ

イ トが次第に高 まる傾 向にあ るのに注 目したい。

1.月 間賃金額 の構成比率(単 位:円,%)

賃 金 の 種 類 145年}52年53年
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第一は,「 拘束 された勤務時間に応 じて支払われ る賃金」部分であ り,こ れ

はス ト期間の割合に応 じてカットきれ る。

第二は,「 支給金額が相当期間固定 して」いてもそれが過去の 「仕事の成果

によって決定されるものであって,そ れが一定の資格にとどまる間その期間中

におけ る」仕事の成果に関係なく支給され るもの(本 件では給料,出 勤手当,

功労加俸,地 区主任手当)で あ る。いわば能率給的な色彩のあるものであ り,

この部分はカットできない。純然た る能率給ならば当然のようにカットできな

いo

第三は,「 職員に対する生活補助費の性質を有する」 もの(勤 務手当 ・交通

費補助)で ある。 この部分はカットしえない。

以上のように最高裁は,各 賃金部分の性質に応 じてカットの可否を判断す る

フレームを形式 したoそ の際,2番 目の賃金部分は特殊な範疇なので,結 局,

1番 目と3番 目の賃金部分に関す る判旨がその後の事案処理に強い影響を与え

るいたった。すなわち,労 働の対価的部分はカットができ,生 活補助費はカッ

ト不可 とい うわけであ る。学説の多 くも前者を 「交換的部分」,後 者を「保障的
⑥

部分」とよび,最 高裁 の立場を原則的に支持す るにいた り,こ こに通説が形成

された。

その後,下 級審はこのフレームを前提に して個別事案につき判断 を して い

る。 もっとも,「 労働協約等に別段の定めがある場合等」 との留保をいかに把

握するか,の 点までは十分な議論がなされていない。学説も同様 と思われる。

この留保が結論を左右す るよ うな事案がほとんどなかったからであろ う。 しか

し,シ ェル石油判決は,こ の留保部分をクμ一ズアップす ることになる。

ところで,以 下では,そ れ らの下級審判決の傾向につき検討 したい。同時に

一時金算定の際ス トによる不就労を他の事由による欠勤と同様に取扱 うべきか

が争われた最近の一連の裁判例について も検討 しておきたい。賃金カットの問

題は契約解釈によるとの立場を貫 くにつき無視できない重要な論点を提起して'

い るか らである。

⑥ もっ とも,最 高裁判決を批 判す るものと して,石 川吉右衛門 『法学協会雑 誌』82

巻5号(1966年),萩 澤清彦 『新労働 判例百選』(1967年),三 宅正男 『労働判例百

選(3版)』(1974年)の 各評釈があ る。
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(1)賃 金 カ ッ トの範 囲に 関 して

賃 金 カ ッ トの範 囲 お よび そ れ に 関 連す る問題 に づ き下 級 審 は 概 略 次 の よ うに

判 断 して い るOI

いわ ゆ る基 本給 に つ い て は,争 議 期 間 の 割合 に応 じて カ ッ トし うる こ とが い

わ ば 当然 視 され て い る ので 裁 判 上 も争 わ れ て い な い。 具 体 的争 点 とな り,力 憂

トが 認 め られ た の は,1月 の所 定 就 労 日に3日 以 上 欠 勤 しない こと を支 給 条 件

(7)

をす る 「精 皆 手 当」 に つ い て で あ る。 これ は交 換 的部 分 と判 断 され た。

基 本 給 の カ ッ トにつ い て は,む しろ争 議 行 為 の態 様 に 関 連 して興 味 あ る論 点

が 提 起 され て い るo

そ の一 は,ス ロー ダ ウソ であ り,こ の場 合 に は 労 務 不提 供 の 割 合 に応 じて基

本 給 が カ ッ トされ る。 しか し,そ の割 合 の具 体 的 算 定 は 極 め て 困 難 であ る。 こ

の点 に つ き,裁 判 所 は,「 個 々人 」p「 出来 高(水 揚 高)」 に 応 じて そ の 割 合

(8)

を 算 定 す べ しと判 断 してい る。 個 々人 の 出来 高 が 算 定 し う る職 種 は ご く限 られ

て い るの で,そ れ が 算 定 しえ ない 場 合 は ど う処 理 す る のか,ま た,争 議 の集 団

(9)

性 を無 視 し う るか,等 多 くの問 題 が 残 され て い る。

そ の二 は,特 殊 な 職 務 に つ く労働 者 の 時 限 ス トで あ る。 自動 車教 習 所 の技 能

指導 員 の15分 の ス トに 対 し,1時 間分 の カ ッ トが認 め られ るか が 争 われ,東 京

⑩

地 裁 は,職 務 の 特殊 性 か らそ れ を認 め たσ 就 労時 間 と賃 金請 求権 の 関連 性 を考

え るに つ き極 め て 注 目す べ き事 案 とい え よ う。

な お,基 本 給 部 分 の カ ッ トの 仕方 に つ き争 わ れ た興 味 深 い事 案 と して は,前

(7)旭 ヵ一ボン事件 ・昭和46年3月31日 薪潟地判 『労働関係民事裁判例集』22巻2号

409頁 。

(8)西 区 タクシー事件 ・昭和40年11月15日 横浜地判 『労民集』16巻6号991頁,丸 互

タクシー事件 ・昭和49年3月5日 大分地判 『労働判例』199号35頁 。 いずれの事案

において も具体的立証はな されていない,と 判断 され てい る。 幽

⑨ ス トの場合は,労 務不提供の割合(欠 勤 日,欠 勤時間)自 体を問題 に しているが

ス ローダ ウンの場 合には労務の不完全 な提供の結果 を問題に してお り,ア プローチ

が相違 している。 この点につき注⑩判決参照。

⑩ 府中 自動車教習所事件 ・昭和53年11月15日 『労働判例』308号65頁 。 本判決の問

題点については,下 井隆史 「労務 の不完全提供 と賃金 カッ ト」 『労働判例』313号

(1979年)参 照o
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掲 日揮化学事件があげられる。東京地裁は,「 欠勤,遅 刻,早 退」の場合基本

賃金の一定率(欠 勤割合以上有利なもの)を 控除す るとの就業規則の規定は当

然にはス トによる不就労の場合を含 まない,と 判示 した。雇用契約上の就労義

務の有無,恩 恵的措置の必要性の有無,査 定の可否に応 じた欠勤の性質の相違

とい うのがその理由であった。 この判旨は,本 稿の基本的立場たる意思解釈的

視点か らみて非常に注 目すべきものであ る。 この点は皿で検討 したい。

さて,議 論を賃金カッ トの範囲の問題にもどすと,カ ット不可とされた賃金

部分 としては,生 活補助費 と能率給がある。
⑪

前者の具体例としては,従 業員資格に基づ く 「家族手当」,毎 月定額を支給
⑫

し欠勤控除条項のない 「住宅手当」,勤 続に応 じて一律に評価 されている 「勤
⑬ ⑭

続手当」,無 断欠勤の場合にさえ支給 されている 「祝 日手当」,労働の対価 とし

での蘇 鮪 しない 「交通手当監 あ。。裁判所は,そ 妨 の事件において,

当 該 賃 金 部 分 の 支 給 目的,欠 勤 控 除 条 項 の不 存 在 も し くは 他 の 事 由 に よ る欠 勤

の場 合 との対 比,労 基 法37条2項 の趣 旨 等 を カ ッ トが で き な い理 由 と して あ げ

て い る。 また,不 当労 働 行 為 事 件 と して は,争 議 の場 合 だ け 「精 勤 手 当」 「残

⑯

業 手 当」 等 を カ ッ トす る措 置 が不 当 労働 行 為 とみ な され た例 も存 す る。

oの後

老 の具 体 例 と して は,歩 合 給 や 能 率 給 的 色彩 の あ る基 本 給 ・残 業手 当 ・深 夜⑱

手 当 が あ げ られ る。

以上 の 諸判 決 に よ り賃 金二 分 説 は そ れ な りに確 立 す るか に み え た。 しか し,

⑪ 前掲西区 タクシー事件,前 掲旭 カーボ ン事件,三 菱重工長崎造船所事件 ・昭和50

年9月18日 長崎地判 『労働判例』247号58頁,同 事件 ・昭和51年9月13日 福岡高判

r労働判例 』259号11頁,前 掲府中 自動車事件。

なお,就 業規則の規定上,家 族手当につき欠 勤控除条項が多 い との指摘 もある。

賃金二分説 はこの 「事実」 をど う評価す るのであろ うか。石 井照久編 『就業規 則の

実証的研究』(1968年)222頁(正 田彬執筆)。

Oオ 前掲九旦カーボ ソ事件。

⑱ 同上事件。

Oφ 岡山電気 軌道事件 ・昭和47年4月13日 岡山地判 『判例 タイムズ』280号303頁 。

⑱ 前掲府 中 自動車事件。

⑯ 大 栄交通事件 ・昭和49年3月29日 横浜地判 『労働判例』200号39頁 。

⑰ 前掲西 区タクシー事件。

⑱ 都 タクシー事件 ・昭和51年7月3日 盛岡地決r労 働法律 旬報』914号67頁 。
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最近,住 宅手当・家族手当についてもカットが可能であるとの前述判決が出され

るにいたった。本判決は,た しかに形式的には最高裁のフレームを利用 してい る

が同時に前述の留保,す なわち「労働協約等に別段の定めがある場合等」との部

分をも重視 し,結局,「 ス トライキ等による不就業の場合におけ る賃金控除に関
⑲

する条項」の定め方如何と判断 した。そ して,本 件については,住 宅手当 ・家

族手当をもカッ トしうるとの 「合意」が存在 した と認定 した。この判示は,類

似の事案たる三菱重工業長崎造船所事件において,長 崎地裁および福岡高裁が'

留保部分につき極めて厳格な解釈をな したのときわだった対比をな している。

ここに論争は新たな局面をむかえたわけである。

② 一時金算定の際の措置に関して

近時,査 定をめ ぐり多様な紛争が多発 しているのは周知のとおりであ る。本

稿 との関連では,争 議による欠勤を,一 時金の出勤率の算定につき,他 の事由

による欠勤と同様に評価 しうるか,が 争われた一連の事案があげ られる。これ

らの多くは,不 当労働行為の成否が争われた事案であり,必 ず しも意思解釈が

正面から問題になったものではない。Fしかし,争 議による欠勤と他の事由によ

る欠勤の性質の異同が直接の争点となっている。 これは,後 述するように契約

論的賃金カッ ト論を展開す る際の重要論点と思われる。

まず,こ の種事案で最 も注 目すべきは,賞 与規定上の欠勤控除規定をス トを ・

理由にす る欠勤にも適用 し,一 時金算定につき不利益に取扱 うことができるか
⑳

が争われた東洋オーチス,エ レベーター事件であ る。最高裁は,ス トによる欠

⑲ 生活保障的部分については,「 その賃金の性質上,争 議行為等を理由とする不就

業の場合賃金を控除し得る等の別段の定めがない以上賃金控除が出来ないというに
とどまるのであって,賃 金が生活保障的部分の賃金に該当するからといってそれが

直ちに具体的な賃金債権の発生要件をも羅束するものではない」と判示している。

⑳ 協約でその旨明確に約定しなければ保障的部分につきカットしえない,と の立場

と思われる。 ・

⑳ 昭和48年12月18日最3小 判 『集民』110号715頁。
〆
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勤をも含む とした東京高裁の見解を支持 した。その後,か ような立場が裁判例
㈱

の主流 となっていると思われる。民間の事案としては,市 川造船所事件,岩 手
⑳医大事件が

,官 公労のそれ としては,勤 勉手当算定の際の期間率の計算が問題
⑳ ㈱

となった福岡県教組事件および神戸大学事件があげられ る6e

それ らの判決の基本的立場を簡明に示す ものとして岩手医大事件盛岡地裁判

決をあげておこう。同判決は,ス トの欠勤評価につき,「 不就労の日があれば

そのこと自体が,事 由の如何を問わず,原 則として期間率に反映されることに

なるわけである。正当な争議行為による不就労の場合に も,債 務不履行や不法

行為の責任が生 じないとい うだけで,労 働契約に基づ く労務捷供がないことに

変わρがないか ら,そ れが期問率に反映され,能 率の低下として評価 され」て

も不当労働行為にあた らない,と 判示 してい る。ここでは欠勤の質の相違はま

ったく閲題 とされていない。

一方 ,当該措置を不当労働行為 とみなした例 としては,西 日本重機事件 とフジ
圏

テック事件がある。前者につき,福岡地裁は,「本来就労義務を負いながらその履

行をしない(場合によれば債務不履行の責を免れない)欠勤については,右 の計

算方法が合理性を持つ とはいえても本来法によって認められた権利の行使であ

るス トライキを右の欠勤と同様に扱 うことは,合 理性がない」と判示 している。

以上のように,一 時金の出勤率算定の際,争 議を他の事由による欠勤 と同視

しうるか,に ついては顕著な対立がみ られ る。学説上 も次第に論争的状態にな
⑫9)

ってきている。

⑳ 昭和44年1月30日東京高決 『判例タイムズ』237号299頁。
⑳ 昭和51年10月27日東京高判 『判例タイムズ』348号235頁。
㈱ 昭和52年10月27日盛岡地判 『労働判例』286号83頁。
㈱ 昭和48年12月14日福岡地判 『判例時報』728号30頁。
㈱ 昭和53年5月11日 東京地判 『判例時報』903号96頁。
鋤 昭和53年5月16日 福岡地判 『労働判例』298号19頁。
囲 昭和54年9月27日 大阪地判 『労働判例』328号37頁。
⑳ たとえば「シンポジウム,複数組合併存下の法律問題」『学会誌労働法』54号(1979
年)146～150頁 。一時金の算定(成 績率だけではなく出勤率についても)について
は通常の賃金と異なり,実質的に査定的側面があるので,主 にこの点につき評価が
わかれているのであろう。なお,組 合併存下において一時金のスト欠勤条項に固執
して一時金を支払わなかったことが不当労働行為とされた例としてオリエンタルチ
ェン工業事件(昭 和54年10月26日金沢地判 『労働判例』336号50頁)が ある。
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さて,(1)(2)に関す る裁判例を簡単にフォローして最も問題にしたいことは,

争議による欠勤 と他の事由によるそれ との異同についてである。(2)の多 くの判

決では,争 議=欠 勤 とドライに割 り切っている。一方(1)では,こ の点は必ず し

もあきらかではない。基本給部分の控除の仕方につき,通 常の欠勤 とス トによ
㈲

るそれを明確に区別する見解も存する。後述のように学説の多 くもかような立

場 と思われる。いわば欠勤の質の相違に注目しているわけであ る。 しか し,は

た してそのようにいえるか,と い うのが私の根本的疑問である。その点は皿で

検討することとし,そ の前に学説の傾向についても概観 しておきたい。

II学 説の傾 向

学説の多 くは,多 少のバ リエーショソはあるが,最 高裁の立場を基本的に支

持 しているといわれ る。すなわち,労 働契約の二面性(労 務提供 と従業員身分

の取得)を 前提に賃金二分説を展開し,交 換的部分については割合的カッドは
㊤D

可能だが,保 障的部分にっいてはカッ トをな しえない,と 主張 してい る。なお
舩

学説 も下級審 と同様に最高裁判決の留保部分をあまり問題に していない。
㈱

この賃金二分説に対 しては近時種 々の批判がなされ るにいたった。

その一は,賃 金控除は賃金支払 「単位」を中心に処理すべ し,と す る宮島説

である。教授は,・ 「労働力は単位のあ る価格を以って売買されてい る以上,こ

の単位を動かすに至 らぬ程度の不就労は,賃 金カッ トの対象になりえない もの
、

働 前掲 日揮化学事件。

圃 本多淳亮 『賃金 ・退職金 ・年金』(1971年)117～121頁,159～164頁,窪 田隼人

「月給制労働者の争議 と賃金 カッ ト」 『季刊労働法』93号(1974年)32～38頁 等。

(32}も っとも,窪 田隼人 「明治生命事件最高裁判決評釈」 『民 商法雑誌』82巻5号

(1965年)150頁 は,か よ うな留保は許 されない と指摘 してい る。 同 旨,島 田信義

「シェル石油事件評釈」r季 刊労働法』115号(1980年)194頁 。今後の重要 な争点

となるであろ う。 ・

㈱ 行政解釈(昭 和25年7月10日 労収3591号)お よび片岡昇 『団結 と労働契約の 研

究』(ユ959年)236頁(も っ ともその僕改 説か 「争議行為 と賃金」 『法学論叢』77

巻5号8～9頁)は,保 障的部分についても カッ トすべ しと主張 していた。 また,

我が国における賃金支払 の実態か ら 「対価的」部分 と 「保障的」部分に区分す る合
ド理性について もつ とに疑問が出 され てい た(r労 使 関係法運用 の実情及び問題点3』

(1967年)248～249頁)。
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で あ り,逆 に この 単 位 全 部又 は殆 ん どの不 就 労 に 対 す る賃 金 全 額 カ ッ トは,労

'使 間 の特 別 の合 意 や 慣 行 な き 限 り
,又 は不 当労 働 行 為 に な らぬ限 り,合 法 的 で

あ る」 と主 張 す る。 また,保 障 的部 分 の カ ッ トに つ い て も多 くの疑 問 を提 起 し

信5}
て い る。

た しか に賃 金 支 払 「単 位 」 との 発想 は示 唆 に とむ 。 しか し,月 給 制 との 「単

位 」 が採 用 され る こ と と,分 割 的処 理 が不 適 当 とい う こ と嫁 必 ず し もス トレー

トに結 び つ か な い ので は な か ろ うか。 と りわ け 基 本 給 部 分 につ い て は,通 常 の

場 合,不 就 労 の 割 合 に 応 じて 賃 金 を カ ッ トす る との合 意 が あ る と推 定 す る方 が

素 直 な 見 方 で は なか ろ うか 。 また,単 位 の ほ とん どの不 就 労 の場 合 に 全額 カ ッ
(3③

トし う る との 点 に も多 くの 問題 が あ る。

そ の二 は,契 約 説 的 立場 か らす る賃 金二 分 説 批 判 であ る。 賃 金 カ ッ トに 関す

る 「本 質 的 」 な法 理 は な く,そ れ は あ くま で も賃 金 請求 権 に 関 す る意 思 解 釈 の

問 題 だ とす る。 た とえ ば,最 もは や くか らこの見 解 を主 張 す る下 井 教 授 は,「 現

実 に労 働 が な さ れ な か った時 間 に対 応 す る賃 金 のみ が カ ッ トされ るべ き こ とは

当 然 なが ら,そ の 具 体 的 範 囲 は,結 局,個 々の 関 係 にか か わ る 『契 約 解 釈 』,

つ ま り個 々の労 働 契 約 関係 を支 配 す る労 働 協 約,就 業 規 則 な との解 釈 に よ って

㈱

決 せ られる,と い うこ とに な る」 と指 摘 す る。最 近,こ の テ ー マ を と りあ げ た
信8)

論 者 の 多 くも基 本 的 に この 立 場 を 支持 して い る よ うに 思わ れ る。 また,賃 金二『{39)

分 説 に た つ 論 者 さ え も,実 質 的 に 意 思解 釈 的視 点 を導 入 しは じめ てい る。 そ の

働 宮 島尚史 「『賃金 カッ ト論』その1,そ の2」 『学 習院大学法学研究年報』8,

9号(1973～1974年)そ の1,167～168頁 。

圃 同上 論文そ の2,166頁 。

劒 よ り詳細な批判は,渡 辺前掲論文12～13頁 参照。

㈱ 下井隆史 「労働契約 と賃金をめ ぐる若 干の基礎 理論的考察」『ジ ュリス ト』441号

(1970年)441頁 。,

(38)渡 辺前掲論文11頁,秋 田成就 「賃金の法的関係論]『 季刊労働法』93号(1974年)

16頁,大 沼邦博 「争議行為法におけ る基礎理論的課題(中)」r季 刊労働法』107

号(1978年)182頁 。

倒,た とえぽ,本 多教授は,賃 金 の中に カッ ト不可の部分が必ず あるとい うわけでな

い と発言 し(「 座談会:賃 金 と労働法学 」 『季刊労働法』97号(1975年)138頁),

窪田教授 は,ス トが長期化 した場合の保障的部分の処理は不 明であ る(前 掲論文38

頁).と 指摘 してる。
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〔4① 、
意味では,契 約説的立場が次第に 「通説化」 しつつあるといえよう。シェル石

油事件東京地裁判決 もまさにこの流れに位置するものである。

私 も,.原則的にこの立場を支持 したい。 とはいえ,今 まで展開された契約説

の具体的内容には多大の疑問を感 じる。今 までの論議は,は っきりいえば,保

障的部分のカッ トの可否(契 約解釈上カットが可能な場合がある)に のみ力点

を置いた ものと思われ るご しか し,契 約説の立場を貫 くかぎりは,そ れ以上に

労務不提供 と賃金請求権の関連性全般について も問題にする必要がある。すな

わち,保 障的部分のカットが不可能ではない,の とまったく同様に対価的部分

の割合的カットが必ず可能である,と もいえな くなるのではなかろ うか。'契約

説は,こ の双方を問題に しなければならないが,こ の点の議論は完全に欠落 し

ていた と思われ る。皿では,こ の問題を検討 したい。

111私 見 の 展 開

以上の判例,学 説の検討をふまえてここでは,争 議行為を理由にする賃金カ

ットのあ り方につき私見を展開 したい。その際の基礎視点は,賃 金カヅ トのあ

り方は,あ くまでも労務不提供と賃金請求権との対応の仕方の問題なので,当

事老間の合意の意思解釈による,と い うものである。そ して,か ような観点か

らは,当 事老が この点につきどの程度明確に合意 したか,が まず問題になる。

そこで,以 下では,約 定内容が(そ れな りに)明 確な場合 とそ うでない場合に

区別 して検討を くわえたいo

(1)、合意内容が明確な場合
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

争議 行 為 を 理 由に す る欠 勤 に つ き どの よ うな 割 合 で 賃 金 控 除 を す るか,に つ

㈲

き労 働 協 約,就 業 規 則 に おい て 明 確 に 定 め て い る場 合 はそ の定 めに よ る。 また

㈹ 「結局は,通 説の二分説を一応の拠 り所 と し,そ れに当事者(就 業規則 の場合は

使用者,労 働協約の場合は使用者 と労働 組合)の 意思を加味 して決す」(石 川吉右

衛門 『労働組合法』(1978年)252頁)べ しとい うのが現在 のほぼ通説的立場 と思

わ れ る。

岨}抽 象的に不払い,と だけ定め る例が多い。(矢 鍋邦一 『最近 の労働協約』(1970

年)206頁)。
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労働契約(慣 行)上,控 除の仕方につき当事者の合意が推定される場合にも
忽2}

それに従 う。シェル石油事件 も,家 族手当 ・住宅手当のカットにつき組合が異

議をとなえな くなってきていたので,こ の点につき 「合意」が成立 した と推定
㈱

されよう・。

ところで,規 定内容が明確な場合に主に問題になるのは,通 常の欠勤に比し

争議の場合のそれを不利益に取扱 うことの不当労働行為性につい七である。欠

勤の原因,性 質に応 じて賃金控除の割合につき差異をつけることはそれな りに

働合理性があ
り,原 則 として許されるであろ う。 もっとも,欠 勤の割合以上にカ

ットす ること,も しくは組合間差別をなすことは許されない。

(2)合 意内容が不明確な場合

契約説をとる際の最大の難問は,賃 金控除の仕方につき当事者の合意内容が

不明確な場合の処理である。契約説を主張す る論者 も渡辺説を除いてはこの点

まではほとんど論 じていない。そこで,以 下ではこの渡辺説に胸をか りて私見

を展開してみたい。

渡辺説は,結 局(イ)労働時間の欠損に対す る差引き,(ロ)労働時間の増加に対す

る割増 し,の 労働時間の継続に対す る積算,の 取扱いから当事者の合意内容を

推定すべ し,'と してい る。 しか し,(イ)については,通 常の欠勤と争議によるそ

れの性質の相違に注 目し,「 ス トライキを賃金請求権 との関係で債務 不 履行

(労働老の責に帰すべき不就労)と 同視す ることは性質上できない し,こ とを

具体的な契約意思の解釈の問題 として とらえるかぎり,後 者の規定か ら前者の

賃金請求権の存否まで判断 しようとす るのは契約意思の認定ない し解釈の方法

働 もっとも,ス トに対しカットをしていなかった従来の方針を改めて使用老が一方

的にカットをするようにならても不当労働行為とはみなされない,と 判断されてい
、'る(理 研電具事件昭和36年6月7日 中労委 ・不当労働行為事件命令集24=25集389

頁)。
働 とはいえ,合 意の成立時期に関する判示内容には多大の疑問がある。

圃 同旨・前掲秋田論文15頁。これに対し前掲宮島論文(そ の2)149頁 は,争 議行

為の場合の不就労だけカットするのは不当労働行為だとする。事案の諸状況によっ
てほこのようなケースもあろう。なお注吻中労委命令参照。
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としても妥当性を欠 く叩 と擶 す。。そ。て,悦 も錨 。す。、・注 醐 を

重視す る。その理由は,「 労基法がr賃 金体系』下の賃金制度を予定 して支払

項 目の種類いかんによっては労働時間の増加に対す る 『割増賃金の基礎 となる

賃金』に算入 しないで もよいことを直接規定 してい るか らであり(37条2項),

実定法上 この規定以外に賃金体系の内容に直接法律効果を付与 してい る規定は
(4励

存在 しないか らである」。

私は,(ロ)のか ら当事者の意思を推定す る渡辺説に基本的な疑問を感 じる。む

しろ端的に(イ)を重視すべぎ,と 主張 したい。

まず,渡 辺説は,労 基法37条2項 を極めて重視 しているが,こ の規定の趣旨
働

・存在理由は必ず しもあきらかではない ,と 思われる。労基法1条2項(労 働

条件の原則)よ りすれば,こ の規定の趣旨は,た んに家族手当 ・通勤手当等

を割増賃金算定の基礎にす ることを罰則を もって強制されない点にのみあるの
(48}、

ではなかろうか。 したが って,私 法上は,家 族手当等を割増賃金の基礎にす る

こと自体は禁止されておらず,そ れは原則 として当事老の約定に委ね られてい

　 　 　 　 　 の 　

るとみ るべきであろ う。そうならば,当 該規定は,意 思解釈の指針としてはそ

れほど重要な規定 とはいえな くなる。さらに,必 ず しも労務提供と対応 してい

ない 「住宅手当」が2項 に含まれていないアソバラソスもつとに指摘されてい
㈹

る と ころ で あ る。 次 に,㊨ の 点 に つ い て は,た しか に,一 時 金 ・退 職 金 の算 定

の 仕 方 と賃 金 カ ッ トの仕 方 とは 関 連 性 は な い わ け で は な い。 しか し,そ の程 度

は か な り簿 い もの で は な か ろ うか。 賃 金 カ ッ トに 関す る意 思 解 釈 の指 針 と して

は それ ほ ど重 要 だ とは 思 わ れ な いσ

〔45}前掲渡 辺論文11頁 。

㈲ 同上論文12頁 。

⑳ 労働省労働基準局編r解 釈通 覧労働基準法』(1977年)276頁 は,算 入 しない理

由 として労働 との関連性が うすい(家 族手当 ・通勤手当 ・別 居手 当 ・子女教育手

当)こ と,お よび計算技術上 の困難(臨 時 に支払われた賃 金ボ1ヵ 月を超え るごと

に支払わ れ る賃金)を あげている。

鰍 前掲 シ ェル石油事件東京地 裁判決参照。 西村健一郎 「争議行 為 と賃金 カッ トの範

囲」r労 働判例』337号(1980年)15頁 。

㈹ 労働省労働基準局編 『労働基準法研究会報告』(1979年)192～196頁 。
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では,い かに考えるべきか。私は,賃 金カットの問題はあ くまでも 「労務不

提供」 と 「賃金請求権」 との 「対応」の問題なので,端 的に 「通常の欠勤雲労

務不提供」の場合の処理を解釈の指針にすべ し,と 主張 したい。つま り,協 約

上,就 業規則上,労 働契約上 「通常の欠勤」の場合の処理がどうなってい るか

に より当事者の合意内容を推定 し,そ れを 「争議による欠勤」の場合にもス ト

レー トにあてはめるわけであ る。争議は,こ と賃金請求権 との関連においては

欠勤現象にすぎないか らであ る。

ところで不必要な誤解を避け るために,私 見には以下のような限定があるこ

と,もあ らか じめ指摘 しておきたい。多 くの就業規則は欠勤事由(業 務上の疾病,

業務外の疾病,自 己都合等)に 応 じて賃金控除の仕方,割 合につき異 った定め
鵬}

を してい る。争議の場合の欠勤控除の仕方が推定されるのはその中でもいわ煙

る 「自己都合」の欠勤の場合である。やむをえない もしくは正当な理由めある

欠勤(病 気,生 理休暇,公 民権の行使等)の 場合ではない。後老については,

パブリックポリシー上 もしくは社会通念上賃金を控除 しない方が好ましい,と

の要請があるか らである。争議の場合にはかような要請はまった くない。

以上の私見を具体的に展開す ると以下になる。 理解 しやすい ように 具 体 例

(月給制労働者の1日 の 「通常の欠勤」)を あげ,説 明の便宜上ニニ分説のフレ

ームを利用す る。 この場合には,カ ットの方法 として一応次の三つの型が考え

られる。

第一は,交 換的 ・保障的部分の双方をカットしない場合o

第二は,交 換的部分は カットす るが,保 障的部分はカットしない場合。

第三は,交 換的 ・保障的部分の双方をカットす る場合。

私見は,以 上の型に応 じて労働契約の内容を推定す る。そ うす ると,契 約上

保障的部分がカットされ うる(第 三の型)の と同様に交換的部分がカットされ

伍⑪}欠勤規定の具体例およびその問題点については,前 掲石井編文献参照。なお,日

経連は,ノ ーワーク・ノーペイの原則を貫きつつ 「正当な理由のある欠勤,遅 刻等
の不就業については社会保障との関係を考慮に入れ,フ リンジ的な給付で収入安定

をはかるという方策が望ましい」と提唱している。日経連能力主義管理研究会報告

書 『能力主義管理』(1969年)488～489頁 。
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馴
な い場 合(第 一 の型)が あ る こ とに な る。 これ を そ の ま ま争 議 に よ る 「欠 勤 」

に あ て は め る。 そ うす る と,第 一 の型 で は両 部 分 と も カ ッ トされ ず,第 二 では

交 換 的 部 分 だ け が カ ッ トされ,第 三 で は 両 部 分 と もカ ッ トされ る。

以上 の私 見 は,と りわ け 第 一 の型 に つ い て 多 くの問 題 点 が あ る と思 わ れ るの

で,以 下 では この型 を 中心 に検 討 してい きた い。 第 一 の型 の場 合 は,一 日 の

'「 欠 勤 」 に もか かわ らず全 額 に
つ き賃 金請 求 権 が 発 生 す る 「契 約 」 とみ な され

るので,ス トに よ る1日 の 「欠 勤 」 に対 して もま った く賃 金 カ ッ トが で きな い

こ とに な る。 そ の よ うな契 約 内 容 で あ るか らに外 な らない 。

か よ うな る見 解 につ い て は,お そ ら く次 の二 点,す なわ ち 「欠 勤 の 質」 と

「経 費 援 助 」 との 関連 性 が 問題 に な るで あ ろ う。

まず,前 者 に つ い て は,通 常 の欠 勤 と争 議 に よ る欠 勤 とでは 本 来 欠 勤 の 性 質

亀が 相 違 す る の で私 見 の よ うな意 思 解 釈 は で き ない との反 論 が 考 え られ る
。 か よ

うな立 場 が 判 例 ・学 説 上 の 「通 説 」 か も しれ ない 。 もっ と も,こ の点 は 別 段 論
励'

争 的 状 況 に な って い るわ け では ない 。 た しか に,④ 争 議 は 通 常 の 指 揮 命 令 か ら

離 脱 して使 用 者 に 圧 力 をか け るこ とが 自的 で あ り,通 常 の 欠 勤 は 指 揮 命 令下 に
働`

あ るこ とが 前 提 に な る・@争 議 は 通 常 多 数 が 参 加 す るの で そ れ に よ る欠 勤 に よ

岡
り企 業経 営上 大 きな 障 害 に な るが,通 常 の欠 勤 は 個 々的 現 象 に す ぎな い,◎ 争

議 に よ る欠 勤 は原 則 と して 査 定 の対 象 とな しえ な い が,通 常 の 欠 勤 は 当 然 の よ

65}66)

うに な し うる,等 の 点 でそ の性 質 に 相 違 が あ る こ とは 否 定 しえ な い。

61}も っとも以上 は,1日 の欠勤か らの推定であ り,そ こか ら欠勤が長期化 聖た場台

の 「合意内容」 をス トレー トに導き出す ことはできない。

舩 一時金算定 との関連 では論争がなされてい る。

圃 吾妻光俊 「ノーワーク ・ノーペイの原則について」 『ジ ュリス ト』122号d957

年)13頁,有 泉享 「争議 ・組合活動 と賃金 カッ ト」 『季刊労働法』64号(1967年)

9頁,菅 野和夫 「日揮化学事件評釈」 『ジュリス ト』689号(1979年)135～6頁,

前掲渡辺論文11頁 。

働 沼 田稲 次郎 「争議行為 と賃金請求権」東洋経 済新報社 『賃金退職金 をめ ぐる法律

問題』(1957年)212頁,本 多 ・前掲書162頁,明 治生命事件第2審 判決(昭 和37年

9月26日 東京高判 『労民集』13巻5号1009頁)。

㈹ 日揮化 学事件東京地裁判決。

66)か ような見解を とるのは,注63魍 の各論老 以外に,蓼 沼謙一 「争議労働関係の構

造 と特質」浅井教授還暦記念 『労働争議法論』(1965年)39～40頁,秋 田成就 「大

栄交 通事件評釈」 『ジュリス ト』591号(1975年)130頁(も っ とも〈理 由のあ る〉
遅刻,欠 勤 との留保があ る)。'
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　 　 　 の コ 　 　 　 　

しか し,こ と賃 金請 求 権 との 関連 に おい て は,争 議 に よ る労 務 不 提 供 一 欠 勤 と

(5の 驚構
成 す べ き で は な か ろ うか。 争 議 の集 団性 を無 視 して争 議 一 欠 勤 と 「擬 制 」 す

る と ころ に こそ争 議権 保 障 の趣 旨 が あ るの で は な か ろ うか 。 本 稿 が 最 も強 調 し

た い の は この こ とで あ る。 この立 場 にた っ て,争 議 に よ る不 就 労 を 給 与 規 定 上

の 「欠 勤 」 に該 当 しな い と した 日揮 化 学 事 件 東 京 地 裁 判 決 に 反 対 した い 。 他 方
'鮒

一 時 金算 定 につ き争 議 一 欠 勤 とみ なす 一 連 の裁 判 例 ほ原 則 と して 支 持 した い 。

も「っ と も,一 時 金 の算 定 方 法 に つ い て は 査 定 的 側 面 が あ るの で,不 就 労期 間 と

減 額 割 合 に つ い て 合 理 的 な対 応 関 係 が 必 要 とな るであ ろ う。

と こ ろで,私 見 に 対 して は と くに この 点 か ら強 い 批 判 が な され る と予想 さ れ

る(も し くは ま った くの無 視 か?)の で,あ らか じめ 反 批 判 を して お き た い。

す な わ ち,通 常 の 欠 勤 の 場 合 の処 理 か ら争 議 の 際 の賃 金 カ ッ トの仕 方 に関 す る

「合 意 内 容 」 を 本 来 推 定 しえ な い,と い うこ とに な れ ば,こ の 問題 の契 約 論 的

働

構 成 は 具体 的 に ど の よ うに す べ きで あ ろ うか。 これ は,争 議 の場 合 の控 除 方 法

に つ き当事 者 の 合意 内 容 が不 明確 で あ る こ とが前 提 で あ る が。 この 点,現 在 の

「通 説 」 と もい うべ き二 分 説 的契 約 解 釈 説(?)は,い お ゆ る保 障 的 部 分 の カ ッ

㊨①'

トにつ い て は通 常 の欠 勤 の ア ナ ロジ ー を使 い な が ら,交 換 部 分 のそ れ につ い て

は,割 合 的 カ ッ トを いわ ば 当然 視 して い る。 前 者 に つい ては,ま さに 契 約 説 ア

プ ロ ーチ とい え るが,後 者 は争 議 の 「本 質 」 か らの 展 開 の よ うに 思 わ れ る。 こ

勧 外尾健一 「労働争議 と賃金債権」 『季刊労働法』23号(1957年)66～67頁 は,

「私 は賃金請 求権はす ぐれて個別的な労働契約 関係 の問題 であ るが故に契約面か ら

眺めなければ な らない とす るものであって,病 欠,都 合に よる欠勤 とス トライキに

よる労働 の休止 とは,債 務不履行の面で質的 な相違を示すが,賃 金請求権 の面では

同質的 なものであ ると考え るのである」 と指摘 してい る。ほぼ 同旨,明 治生命事イ牛

第一審 判決(昭 和35年7月1日 東京地判 『労民集』11巻4号715頁)。

岡 学説 の多 くは批判 的であ る。た とえば,青 野覚 「ス トライキ と勤勉手 当ヵッ ト」、

『労働判例』292号(1978年)17頁,本 多 ・前掲書166頁 等。

翻 渡辺章 「賃金 と労働時間(報 告)」 『産業構造の変化 と労働法』(1973年)72頁

は,賃 金 カッ トの仕方につ き 「集団的労使関係におけ る労使公平 とい うふ う な 観

念」を導入すべ きと指摘す るが,問 題はそれをいかに具 体化す るか,で あ る。,

圃 通常 の欠勤につい ても保障的部分が カッ トされ る例 を想起 されたい。 この場 合に

は,争 議に よる欠勤についても当然に カッ トされ るであろ う。
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れでぽ説明の仕方に矛盾があるのではなかろうか。私は,契 約説を貫徹するな

らば,交 換的部分のカットの仕方につき争議の 「本質」をもち出すのは説明に

な らないと恵っている。では,具 体的にどう構成するのか。

それに対 して,契 約説を棄てて争議の本質論をあ くまでも貫 くことも可能で

あろ う。争議行為は,本 来労使の対抗行為なのでそれによる欠勤については全

賃金部分につき割合的にカットされる,と する前記行政解釈の立場が これであ

る。上述の問題関心か らすると,二 分説 よりもむ しろこの見解の方がそれな り

に一貫 していると思われる。 、

さて,私 見の第二の問題点は,経 費援助 との関連である。争議行為に もかか

わ らず賃金カットがなされなければr経 費援助(労 組法7条3号)」 に該当す

るか。この点については,そ れはたまたま契約の解釈上賃金支給 との事実が生

じるにすぎず,争 議行為に対 してことさら資金援助をする趣 旨ではないのでい
⑳

わゆる経費援助には該当しない と考える。また,「 実質説」の立場 よりすれば

以上のような措置によって自主的な組合活動が抑制されることはな い で あ ろ
囮'う
qさ らに,賃 金二分説においても保障的部分はカットされないので,程 度の

1差こそあれ同種の問題がないわけではない。 したがって,こ の側面をあまり厳

格に考える必要はないであろう。

創 光文社事件 ・昭 和45年11月7日 東京地決 『労働判例』115号93頁 は,賃 金 カッ ト

を しない との合意 の有効性を前提 としてい る。

㈱ 沼田,前 掲論文246～7頁,奉 多 ・前掲書160頁,岸 井貞男r団 結活動 と不当労働

行 為』(1978年)129頁 。 なお, ,組合活動に よる欠勤 に対す る不控除 につい ても同

様な問題があ る。


